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年収の決定要因 と評価 システム

R&D人 材を対象とした日英豪比較一一一

明治大学 永野 仁

 「年功賃金か ら，能力主義賃金や成果 ・業績主

義賃金へ」 と言 う主張は，最近ではすっかり定着

してきた感がある。賃金は最 も代表的な報酬の一

っだから，それが個人の能力や成果 ・業績 と全 く

無関係に決定されているならば，たしかに優れた

成果や業績を生みだそうとする人々の行動は期待

できなくなるだろう。

 しか し日本の賃金は，年功賃金と言われながら

も，能力の違いをその中に反映させてきたとも指

摘 されている(石 田1985： 第1章 ，小池1999：

第4章)。 もしそうならば，なぜ今，賃金への能力

や成果 ・業績の反映が強 く提唱されるのだろう

か。測定の難 しい能力の代わりに，年齢や経験の

長 さがその指標 として用いられやすいことが影響

しているのかもしれない(永 野1996： 第3章)。

あるいは，能力や成果 ・業績が賃金に影響を与え

てはいるが，その影響力が小 さすぎるのかもしれ

ない。また単に，賃金は年齢によって決 まるとい

う通説に惑わされているだけなのかもしれない。

 いずれにしても，個人の賃金が実際に何によっ

て決定されているかを明 らかにす ることから検討

を始ある必要があるように思える。 と言 うのは，

賃金に関する多 くの議論は，例えば年齢別平均賃

金のように，集計量として賃金の動向をその根拠

としていることが多いか らである。集計量として

の賃金 を論ず るのでな く，各個人の賃金が何 に

よって決定 しているかを分析する必要がある。平

均値の議論では，同じ属性(こ の場合は同じ年齢)

の各個人の差異が相殺 されて しまうからである。

また各個人の賃金を論ずる際に，それが他の国と

どのように異なるかを明らかにすることが望ま し

い1)。と言 うのは， 年功賃金は日本特有のものと

いう， これ も通説があるが2)，国際比較によりそ

れも検証する必要があるからである。

 そ こで以下で は，慶応大学R&D研 究会3)が

1997年 か ら1999年 にかけて民間企業のR&D

(研究開発)人 材に対 して実施 した質問紙調査 「研

究開発者に対する意見調査」のデータ(調 査デー

タと略記)の うち，日本，イギリス，オース トラ

リアの三 ヶ国の個票データを用い，その賃金につ

いての分析を進あてい く4)。

 R&Dの 成果 は，経済的 な繁栄 を もた ら し，

人々の生活の向上に寄与することが知 られ，その

成果の向上策に関心が集まっている。他方，R&D

という仕事には，個人の創意工夫の余地が大きい

ので個人 ごとの業績の差が大 きくなりやす く， し

かも論文や特許などによりその業績が明確 となり

やすいという特性 がある。賃金を論ずる場合に

は，賃金 と成果や業績 との関連が重要 になるの

で， このような特性のあるR&D人 材の賃金を分

析の対象とすることは，有意義で適切なことと言

えよう。

1.日 英豪の年齢別賃金

 (1)既 存統計

 調査データの賃金を検討する前に，日英豪三 ヶ

国の賃金統計で，それぞれの国の年齢別賃金プロ

ファイルを見よう。 しかし，それぞれの国の賃金

統計は同じような形で公表 されているわけではな

い。特に年齢を基準にしたものは， 日本以外では

あまり充実 していない。図1は ，以下で検討する

R&D人 材に，それぞれの国で公表されている年

齢別賃金の うち最 も近いカテゴリーを選び，それ

ぞれについて，20～24歳 層を100と した指数で

示 したものである。日本に関 しては 「自然科学系

研究者」であるが，イギ リスでは 「専門的職業従

事者」，オース トラリアでは 「フルタイムで勤務す

る男性」 というカテゴリーとなっている。また，

年齢の刻み もそれぞれ異 なっている。 しか し充

分，比較可能 と見て良いだろう。

 日本は良 く知 られた50～54歳 層をピークとす

る，いわゆる 「年功賃金」である。図か らは，イ

ギ リスとオース トラリアの賃金 プロファイルが，
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よく似ていることがわかる。 この両国では，概ね

35歳 までは賃金が， 日本ほどではないが増加 し，

それ以降50歳 代まではあまり変わらずに推移 し

ている。

 確かに， 日本の方が年齢 と共に上昇する賃金の

上昇程度が，かな り大きい。とはいえ，他の2力

国 も中堅層までは，賃金が上昇 していることに留

意 してお く必要がある。

 (2)調 査データの年齢別年収プロット

 では調査データを見よう。調査データからは，

調査実施時の 「前年の税引き前年収」が入手でき

る。日本とオース トラリアは実額データで，イギ

リスは区分 したレンジのデータである5)。異なる

国の間の比較になるので，それぞれの調査実施時

期の交換 レー トで円に換算 し6)，年齢別 にその年

収(円 換算済み)を 国別にプロットしたものが図

2で ある。 なお，現在の勤め先に対する勤続年数

が1年 未満のサンプルは除外 してある7)。

 日本は，50歳 程度まではほぼ一定の幅を維持

したまま年収が増加 している。それに対 しイギリ

スは，年齢は高いが年収が高 くない人がいるの

で，全体 として は扇形 に年収が広 がって いる。

オーストラリアはサンプル数が少ないたあ明瞭で

はないが， イギ リスと同様の扇形の広がりを推測

させるプロットである。ただ し，年齢による賃金

の上昇が少ないので， イギ リスほど扇の広が りは

大 きくない。なお， イギ リスで同 じ年収額がかな

り見 られるのは，同一 レンジのサンプルは同 じ年

収額 としたからである。

 ともあれ，図1で 見たような平均値の周辺には

かなり分布が広がり，その広がりは国によって も
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異なることが確認できる。

2.年 収関数の推計

 (1)年 収決定の枠組み

 上記のような広がりを持つ年収 は， どのように

決定されるだろうか。一般的な形を想定すると，

図3の ような流れが考えられる。

 すなわち，ある一定の 「意欲」 と 「能力」を備

えたR&D人 材 は，ある 「研究環境」の もとで

R&D活 動を展開 し，ある 「研究業績」をあげる。

その研究業績 は，それぞれの 「評価制度」や 「報

酬制度」を通 じて 「年収」等の報酬に反映 される。

ここで年功賃金 とは，報酬の決定にあたり年齢を

極めて強 く重視する報酬制度 と考えて良い。他

方，能力や成果 ・業績を重視 した報酬 とは， この

図では 「研究業績」を強 く重視することを意味す

る。ともあれ，このように手続きを経て決定 した

「年収」等の報酬は，R&D人 材の 「意欲」に影響

を与え， 次のR&D活 動に影響を及ぼすことにな

ろう。

 (2)業 績の区分

 上記の枠組みで年収関数を推計するためには，

各R&D人 材の業績を数量化する必要がある。調

査では13項 目の業績をあげ，それぞれについて

瞬笥一 匯一1
図3 年収決定の枠組み
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表1 業績の因子分析結果

業績項目

海外での特許申請

国内での特許申請
海外での学会発表

国内での学会発表
海外雑誌への論文掲載

国内雑誌への論文掲載
研究開発成果の製品化
研究開発成果の社内表彰

社外での表彰
事業部などからの重大な要請に応える

招待講演
国際会議などの座長

国際会議などの主催

第 一 因 子

 .284

 .182

 .697

 .723

 .700

 .736

6.084E-04

 .271

 .346

 .127

 .552

 .569

 .435

第二因子 第三因子 第四因子

  .792

  .840

 一.190

 一.107

 一.101

-5
.294E-02

  .364

  .428

  .107

-2
.314E-02

-8
.705E-02

 一.185

 一.177

負黼 平方和   一 一一一3.185 1.793

注1.主 成分分析によって因子を抽出 した結果である.

 一.169

 一.167

-3 .342E-02

 一.237

 一.392

 一.268

  .511

  .351

  .218

  .505

  .137

  .371

  .444

1.379

 一.275

 一.239

 一.105

 .166

1.837E-02

 .141

 .247

 .336

 .442

6.105E-02

 .305

 一.426

 一.526

1.112

「最近5年 間にあげた業績の回数」を記入するよ

うに求あている。 この13項 目を， わかりやす く

するたあに少数個の業績の種類に区分 しよう。そ

のために因子分析を行 った結果が，表1で ある。

4つ の因子が抽出されたが， 第四因子を構成する

項目は他の因子 との重複が多いので除外すること

にした。 また13番 目の項目 「国際会議などの主

催」は，複数の項 目に寄与 しているので，これも

除外 して考察することにした。すなわち，これか

ら先の分析に用いるのは第三因子までで，それぞ

れは，主 として表に太字で表 した項 目によって構

成される因子である。そこで， この太字の項目を

それらの因子を代表する設問とし，それ らのみを

用いて業績を数量化することに した。

 これらの手続 きにより，設問は3つ のグループ

に区分された。すなわち，第1の 区分は6っ の項

目(海 外での学会発表，国内での学会発表，海外

雑誌への論文掲載，国内雑誌への論文掲載，招待

講演，国際会議などの座長)で 構成されるもので，

その内容から見て 「学術的業績」 と呼ぶことにす

る。第2の 区分は3項 目(海 外での特許申請，国

内での特許申請，研究開発成果の社内表彰)か ら

なり， 「特許業績」 と呼ぶことにする。 なおここ

で，「研究開発成果の社内表彰」が含まれたことか

ら，社内表彰は特許申請 と強 く結びついていると

考えられる。そ して第3の 区分 は，2項 目(研 究

開発成果の製品化，事業部などからの重大な要請

に応える)か らなる 「実務的業績」である。 これ

らの区分ごとに，その該当する項目の平均業績数

を算出 し，それぞれの業績スコアとした。

(3)年 収関数の推計式

では，国別の年収関数を重回帰分析により推計

してみよう。推計式は，

年収(円 換算済み)の 自然対数値

 二α0+α1年 齢+α2修 士 ダ ミー

  +α3博 士 ダ ミー+a4学 術 的業績 ス コア

  +α5特 許業績 スコア+as実 務 的業績 ス コア

である。ここで，ao～α6はパラメータである。

 変数を説明 しよう。被説明変数は円換算後の年

収の自然対数値とした。年収は自然対数変換を行

うと良 く適合することが知 られているか らであ

る。この被説明変数を6つ の説明変数の動向で説

明することになるが，年齢 と2っ の学歴に関する

ダミー変数は，年齢と学歴によって年収が決定 さ

れるという年功賃金仮説に相当する。 ここで，年

齢 は実年齢である。2っ の学歴 ダミーは 「大学

卒 ・その他」 を基準としたもので8)，そのうち修

士ダミーは 「修士課程修了者」を1， そうでなけ

れば0， 博士ダミーは 「博士号取得者」が1， そう

でなければ0で ある。年功仮説 が該当す るなら

ば，これらの3っ の変数はすべて正(+)と なるは

ずである。
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 他方，3つ の業績スコアは上記の区分によるス

コアで，年収が業績をどの程度反映 しているかを

見るためのものである。通説としての年功仮説の

もとでは， これらの変数は有意とな らないことが

予想 される。 しか し，元々日本の賃金は個人の能

力の差異を反映していたという説に従うな らば，

業績は能力の代理指標 と考えられるので， これら

の変数 も正の符号が予想 される。

 (4)推 計結果

 3力 国それぞれの推計結果を示 したものが，表

2で ある。

 式全体の説明力を示す統計量は，いずれも満足

すべき大きさである。 年齢と学歴に関 しては，3

力国とも正で有意で，いずれの国で も年功仮説が

支持されることになった。3っ の業績スコアは，

日本とイギ リスで，それぞれ 「学術的業績」と 「特

許業績」が正で有意で，オース トラリアでは3っ

とも有意ではない。オース トラリアはサ ンプル数

が少ないので，あまり厳密な議論はできないのか

もしれない。 ともあれ，2つ の業績スコアが 日本

とイギ リスでは有意なので，両国では確かに，年

齢や学歴と同時に，業績の多寡 も考慮 した年収に

なっていることがわかる。

 ここで，注目すべきは日本と他の国の共通性と

異質性である。日本とイギ リスでは，それぞれの

変数の符号やその有意性は同 じである。このこと

は， ここで考慮 した変数に関する限り，両国の年

収は同様の基準で決定 されていることを意味 して

いる。また，オース トラリアでも，年齢と学歴に

関しては同様のことが言える。 しかし同時に，推

計されたパ ラメータの大 きさや，その有意 さを示

すt値 に着目すると， それぞれの相違 も示されて

いる。年齢に関 しては，パラメータとt値 が共に

日本が大きく，年齢の影響力が日本ではかなり大

きいことを示 している。学歴に関 しては，修士で

は日本とイギリスの違いは少ないが，博士に関 し

てはイギリスの方が年収に及ぼす影響力は大きく

   表2

[回帰分析

定 数

年 齢

L

 年収 関数の推計結果1

従属変数：円換算年収の対数値]

日 本

5.093***

大学卒 ・その他

1=該 当，

1=該 当 ，

学術的業績

特許 業 績

0=非 該当

o=非 該当

実務的業績

自由度調整済み1～2

   F

(142.435)

3.999E-02***

(44.183)

5.202E-02***

( 3.760)

9.445E-02***

(4.923)

1.538E-02***

( 2.730)

3.160E-03**

( 1.985)

一一一一

       イ ギ リス オ ー ス

 5.478***

(139.604)

 5

(3

一

     2.413E-02***

      (23.395)
一

2.47

(

一

一

     7.023E-02***

      ( 2.868)
一一一一一

  .一

(

  .192***

( 9.282) ( 2

1.159E-02***

( 3.220)

一4 .3

 (

1.417E-02***

(2.764)

オ ー ス ト ラ リア

  5.010***

 ( 33.755)

 2.477E-02***

  6.141)

  .196*

  1.689)

  .329***

  2.781)

一4 .345E-02

   .673)

一1
.378E-02

( .341)

4.689E-03

( 1.503)

1.567E-03

( 1.028)

1.863E-02

( 1.241)

 .698

422.948***

1，097

 .565

135.451***

 622

.619

13.479***

 47

注1.***は1%，**は5%，*は10%の 水 準 で有 意 な こ とを示 す.

 2.()内 はt値.
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なっている。業績に関しては，特許業績の優位性

が日本でやや低いが，これには，基礎研究中心か

応用研究中心かなどの，調査対象企業の性格の違

いが影響 しているかもしれない。

 日本 とイギ リスについて，推計結果をまとめる

と次のようになる。両国ともその年収の決定は，

年齢，学歴，業績によって行われている。 しか し

同時に両国を比較すると，日本では年齢の影響力

が強く，イギ リスでは学歴の影響力が強 くなって

いる。

 (5)プ ロ セスにつ いて の変数 の導入

 と ころで， 日本 の賃 金決 定の特 徴 として 「成果

や業績」 とい うア ウ トプ ッ トのみでな く， アウ ト

プ ッ トを生 み出すたあのプ ロセ スまで含あて評価

を行 って い る とい う説 が あ る(石 田1985： 第1

章)。具体的には，業績をあげるまでに費やされた

「努力の程度」や 「組織への献身度」を指 している

と考え られる。そこで次にこれ らを示す変数を導

入 して，年収がそれ らによって決定されているか

どうかを検証 してみよう。

 まず 「努力 の程度」を示す変数で ある。調査

データか らは，「週平均の実労働時間」が入手でき

るので，それを努力の代理変数とする。実労働時

間の長い人ほど，仕事の成果をあげるたあに努力

を傾注 していると考え られるので，年収に対 して

は正の影響力を示すことが想定される。

 他方，「組i織へ献身度」に関 しては，関本(1991)

の 「組織 コミットメント」を示す3っ の設問が本

調査では用いられているので，その回答結果を導

入することにする。3つ の設問(「この会社のたあ

なら，人一倍働いて良いと思う」，「私の考え(価

   表3 年収関数の推計結果II

[回帰分析 従属変数：円換算年収の対数値]

定 数

年 齢

学
歴
ダ

ミ
i

大学卒 ・その他

修 士 ：1=該 当 ，0=非 該 当

博 士 ：1=該 当 ，0； 非 該 当

学術的業績

特 許 業績

  実務 的業績

組織コミットメント

実労働時間

日 本 イ ギ リス オ ー ス トラ リア

1

(92.566)

3.913E-02***

(41.805)

4.743E-02***

(3.353)

8.875E-02***

(4.597)

1.349E-02**

(2.364)

2.921E-03*

(1.841)

2.773E-03

(.895)

1.086E-02

(1.294)

72***

6)

  4.911***

(67.730) 一

 4.000***

(13.346)

一〇2***

5)
    一 一 一 .一

2.270E-02***

(23.043)

2.428E-02***

(6.541)

一

一

   一

8.439E-02

(.817)

一〇2***

3)

4.895E-02**

(2.109)

一〇2***

7)

  .172***

(8.750)

一

  .164

(1.503)

一〇2**

4)
  一一一一一一 一一一一

4.139E-03

(1.183)

4.923E-05

 (.001)
    一 一一

一4
.195E-02

(1.174)

一〇3*

1)
    一一.一一 一 一

1.126E-02**

(2.332)

一〇3

5)

7.387E-04

(.515)

一

1.788E-02

(1.389)

2.604E-0

(3.195)
     一

  .697

301.906

1，047

3.506E-02**

(2.959)

1.186E-02***

(8.254)

5.160E-02

(1.264)

2.105E-02***

(2.933)

自由度調整済み1～2

   F

 .617

125.782***

 620

.729

15.763***

 45

注1.，2.表2に 同 じ.



値観)と ， この会社の経営方針とは，かなり似て

いる」，「なんだかんだといって も，この会社を選

んで本当に良かったと思 う」)は，それぞれのメッ

セージに回答者 自身がどの程度あてはまると思っ

ているかを5段 階で問うたものである。そこで各

設問の回答に，あてはまり度が高いほど数値が大

きくなるような1～5点 を割 り当て，3っ の設問

の平均得点を 「組織 コミットメントスコア」 とす

る。 このスコアが高いほど，組織に対するコミッ

トメントが高いので，正の符号が予想 される。

 前述の推計式に，この2つ の変数を加えて国別

に年収関数の推計を行 ったものが，表3で ある。

 新たに投入された変数のうち 「実労働時間」は

3力 国 とも正で有意で，「組織コミットメント」は

イギ リスのみが正で有意である。 これ らの変数の

導入により，日本では 「学術的業績」と 「特許業

績」という2っ の業績変数の有意水準が低下 し，

イギ リスでは 「学術的業績」は有意ではなくなり

「特許業績」の有意水準が低下 した。オース トラリ

アでは，学歴 ダミーが有意でな くなった。

 オース トラリアの結果は意外ではあるが，3力

国 とも，アウトプットのみでな くそれを生み出す

プロセスまで考慮に入れて，年収が決定されてい

る ことが示唆 される9)。なお，従業員 に組織 コ

ミットメントを求めるのは日本の特徴のように理

解されることが多いが， ここでの結果は，それは

日本ではなく，むしろイギ リスであるということ

になった。

3.評 価と報酬についての満足度

 (1)満 足度の水準

 前節の推計結果は，少なくとも日本とイギ リス

の間には，それぞれのウェイ トの置き方に差異が

あるものの，年収の決定方式にそれほど大きな隔

たりがないことを示 していた。推計式そのものの

説明力や，説明変数の符号の差異が，大 きくな

かったからである。では，そのような年収やそれ

を決定する人事評価についての満足度 はどうだろ

うか。調査では，それぞれについて5段 階で満足

度を問 うている。満足度が高いほど点数が多 くな

るような1～5点 の得点を与えてスコア化 し，国
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表4満 足度の水準

単 位 ： ポ イ ン ト

人事評価

の公正さ

 

ス駕

 日 本

 イ ギ リス

オー ス トラ リア

閲    -

1平均値(標 準偏差，サンプル数)

 日 本

 イ ギ リス

オー ス トラ リア

2.9521 ( .8947，

3.2899 (1.2056，

3.3200 ( .8437，

3.2441 (.8740，

2.9371 (1.2690，

2.8600 ( .9260，

1，106)

652)

 50)

1，106)

652)

 50)

別に平均値を算出すると，表4の ようになった。

 多重比較によって平均値 の差を検定す ると，

「人事評価の公正 さ」にっいては日本の満足度が

イギ リスとオース トラリアより有意に低 く(p<

.05)，「給与 ・ボーナス」の満足度に関しては日本

が他 の2力 国 よ り有意 に高 い ことがわか った

(p<.05)io)a

 「給与 ・ボーナス」という年収の満足度が日本

で高いのは，日本の方が他の2力 国より年収金額

が高いことが影響 しているのか もしれない11)。し

か し，「人事評価の公正さ」で日本の満足度が低い

のはなぜだろうか。実際には，人事評価の結果が

年収決定の基礎になっているので，この2つ の満

足度が大きく異なることは理解 しにくい現象であ

る。

 (2)年 収額との相関

 この点に接近するたあに，この2つ の満足度ス

コアと年収額(円 換算済み)の 相関を見てみよう。

2つ の満足度とも，年収額 と正の相関を持っこと

が想定される。年収額が高ければ，年収に対する

満足度 も高 くなり，同時にその基礎 となる人事評

価に対する満足度 も高 くなると考えられるからで

ある。結果は表5で ある。

 ここでの想定どおりの結果 となったのはイギ リ

スのみである。日本では，「給与 ・ボーナス」につ

いての満足度は年収額と正の相関が見 られるが，

「人事評価の公正さ」にっいての満足度 と年収額

の間には有意な相関が見 られない。

 なぜ日本では，年収の基礎となるはずの人事評

価に対する満足度が低 く， しかもその満足度の高

さは年収額 と相関が見られないのだろうか。この

ことは換言すると， 日本では年収の多寡に関わ ら
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表5年 収額との相関係数

 日 本

 イ ギ リス

オー ス トラ リア

「人事灘 剄 「給与讃 ス」

.055

.090*

.102

.115**

.113**

.320*

注1.**は1%，*は5%の 水 準 で有 意 な こ とを示 す.

ず，人事評価に対する不満が強いことを意味 して

いる。最後に，これまでの分析を整理 しながら，

この点を考察 しよう。

4.ま とめ と考察

 年功賃金は日本の特徴と指摘され，今，その変

革を求ある声が大きくなっている。本稿では，日

英豪の3力 国のR&D人 材に焦点をあて， まずそ

の年収が何によって決定されているかを計量的に

分析 してみた。その結果，確かに日本では年齢が

重視されて決定されているということがわかった

が，同時に少なくとも日英の2力 国では，年齢 ・

学歴 ・業績 の3っ の要素で年収が決定 されてい

る点では共通性があることがわかった。また，業

績のようなアウ トプットを生み出すためのプロセ

スも重視するのが 日本の特徴 という説 もあるの

で， プロセスを示す変数も同時に投入 して分析 し

てみた。結果は，日本でもその特徴は認められた

が，む しろイギ リスでそれが強 く現れた。ここま

でをまとめると，計量分析では，日本の賃金の特

徴 とされるものが確かに見 られたが，少なくとも

イギ リスとの間には決定的な差は見 られず，ウェ

イ トの置き方 という違 いに過ぎないという結果に

なった。そこで次に，「年収」とその決定の基礎と

なる 「人事評価」についての満足度を分析 した。

ここでの日本の特徴 は，人事評価に対 しては，年

収額の多寡にかかわらず満足度が低いということ

であった。

 変革の必要性が叫ばれている日本の賃金である

が， これらのことから，賃金を決定する際の年齢

の重視度を下げるという程度の修正で充分なよう

に考えられる。なぜなら現状でも，業績の多寡は

年収に反映 されていたからである。

 むしろ今，必要なのは賃金そのものではなく，

その決定の基礎となる 「人事評価」を改善するこ

とのように思える。現状の日本の賃金は，イギ リ

スと同程度の合理性で決定されていると考えられ

たが，その賃金の基礎 となる人事評価に対する不

満が強かったからである。その背景には，人事評

価の手続きや結果が， 日本企業では不透明で公開

制に欠ける傾向が強いことが作用 しているように

思われる。人事評価の基準や方法をあらかじめ明

確に示 し，その結果を本人にフィー ドバックする

ことにより，納得性は高まり公平感 も高まるはず

である。

 近年，年俸制の導入 に代表され る賃金の改革

は，急速に普及 しつつある。年俸制 というと，賃

金が変動すること(あ るいは下降すること)が 強

調されるが，年俸制の導入に伴い目標管理(MBO)

制度が導入されることが多い。目標管理の最大の

特徴は，期首に話 し合いのもとで期間の目標が設

定され，それに基づいて，やはり話 し合いのもと

で期末に評価が行 われるという点にある。っま

り，目標管理は評価基準を明確にし，その結果を

正確に伝達するという点で優れた方法である。そ

の強みを活かすような形で年俸制が今後普及 して

いくならば，業績にも良い影響が現れることが期

待できる。なぜなら，納得できる賃金の実現はよ

り高い仕事への意欲を生み出す ことになり，それ

が業績の向上にっながると思えるからである。

注

1)こ の ような研究は決 して多 くはないが，皆無では

  な い.そ の代表的なものとして，日本とフランス

 を比較 した三谷(1997： 第4章)が ある.

2)年 功 賃金は日本特有 というのは通説 に過 ぎない

  と主張する代表的な論者は，小池(1999： 第4

 章)で ある.

3)研 究 代表者 は，石田英夫東京理科大学教授であ

  る.

4)三 ヶ国に限定するのは，それ以外の国のデータで

  は年収の回答 に問題が少なくないと判断 したか

  らである.

5)レ ンジのデータであるイギリスのサンプルは，各

  レンジの中央値を年収とした.

6)イ ギ リスでは調査が2力 年 に渡 っているので，

 そ れぞれ別の交換 レー トを用いた.す なわち，

  1997年 に 実 施 し た サ ン プ ル は £1.00=
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  ¥215.38，1998年 実 施 の サ ン プ ル は £1.00=

  ¥202.54と した.ま た ，1998年 実 施 の オ ー ス ト

  ラ リア の サ ンプ ル はAU$1.00=¥72.65と した.

7)勤 続 年 数1年 未 満 の サ ン プ ル を 除 い た の は， そ

  の よ うな 人 の 年 収 は 転 職 に 伴 う変 動 が 含 まれ る

  と想 定 したか らで あ る.な お，本 稿 の以 下 で分 析

  に用 い る調 査 デ ー タ は， 全 て ， こ こで 年 収 を プ

  ロ ッ ト したサ ンプ ルで あ る.

8)「 大 学 卒 ・その 他 」 に 占め る 「そ の他 」 の割 合 は

  11.5%と 決 して 多 く は な い の で ， 両 者 を 同 一 の

  カ テ ゴ リー と した.

9)た だ し オ ー ス トラ リア は，業 績 よ り プ ロ セ ス重 視

  とい え る.

10)ど ち らの 満 足度 も，イギ リス とオ ー ス トラ リアの

  間 で は有意 な 差 が な か っ た.

11)円 換 算 の平 均 賃 金 は， 日本 が809.51万 円 で あ る

の に対 し， イ ギ リス は697.43万P」 ，

リア は456.24万 円 で あ った.
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